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ふ
る
さ
と
納
税
返
礼
品
と

　
電
子
感
謝
券
取
扱
事
業
者
募
集

市
で
は
、
ふ
る
さ
と
納
税
に
よ
り
寄

付
し
て
い
た
だ
い
た
人
に
お
礼
と
し
て

贈
呈
す
る
返
礼
品
の
充
実
を
図
る
た

め
、
返
礼
品
と
市
内
で
の
み
使
用
で
き

る
電
子
感
謝
券
の
取
扱
事
業
者
を
募
集

し
て
い
ま
す
。

返
礼
品
と
は

ふ
る
さ
と
納
税
の
お
礼
と
し
て
寄
付

者
に
贈
呈
す
る
、市
内
で
生
産
、製
造
、

加
工
さ
れ
て
い
る
物
品
の
こ
と
で
す
。

※
国
の
基
準
が
変
更
さ
れ
、
基
準
を
満

た
さ
な
く
な
っ
た
場
合
は
返
礼
品
と

し
て
の
取
り
扱
い
を
や
め
ま
す
の

で
、
ご
了
承
く
だ
さ
い
。

電
子
感
謝
券
と
は

ふ
る
さ
と
納
税
の
お
礼
と
し
て
、
寄

付
額
の
３
割
相
当
を
、
市
内
の
加
盟
店

で
の
み
使
用
可
能
な
電
子
ク
ー
ポ
ン
と

し
て
寄
付
者
の
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
な
ど

の
電
子
機
器
に
付
与
し
、
そ
れ
で
支
払

い
が
で
き
る
仕
組
み
で
す
。

電
子
感
謝
券
の
加
盟
対
象
業
種
は
市

内
で
飲
食
、
宿
泊
、
体
験
で
き
る
も
の

に
限
ら
れ
、
商
品
の
購
入
に
は
使
用
で

き
ま
せ
ん
。
ま
た
、
飲
食
は
市
内
の
店

舗
で
調
理
さ
れ
た
も
の
を
提
供
す
る
場

合
に
限
り
ま
す
。
こ
れ
に
よ
り
、
実
際

に
宇
城
市
を
訪
れ
、
宇
城
市
で
消
費
さ

れ
る
効
果
を
見
込
ん
で
い
ま
す
。

メ
リ
ッ
ト

・
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
サ
イ
ト
に
掲
載

さ
れ
、
商
品
を
全
国
に
Ｐ
Ｒ
で
き

る
・
宣
伝
広
告
費
な
ど
の
追
加
負
担
が

な
い
ほ
か
、
返
礼
品
の
代
金
と
送

料
は
市
が
負
担

・
電
子
感
謝
券
の
導
入
費
用
が
発
生

し
な
い

デ
メ
リ
ッ
ト

・
返
礼
品
は
寄
付
者
自
身
が
選
択
す

る
た
め
、
注
文
見
込
み
の
予
測
が

困
難

・
苦
情
対
応
が
必
要
な
場
合
が
あ
る

登
録
条
件

・
市
内
に
事
業
所（
工
場
含
む
）が
あ
る

・
税
の
滞
納
が
な
い

・
暴
力
団
の
構
成
員
な
ど
で
な
い

・
返
礼
品
は
市
内
で
生
産
、
製
造
、

加
工
さ
れ
て
い
る
も
の

・
電
子
感
謝
券
は
市
内
で
飲
食
、
宿

泊
、
体
験
で
き
る
こ
と

な
ど

返
礼
品
や
電
子
感
謝
券
の
取
り
扱
い

を
検
討
す
る
場
合
は
、
相
談
し
て
く
だ

さ
い
。

問
企
画
課
企
画
振
興
係

☎（
32
）１
９
０
２

　個人住宅の居住部分をリフォームした場合に、その工事費の一部を市が
商品券で助成します。
対象　次の条件の全てに該当する人

・市の住民基本台帳に登録されている
・本人と世帯員に市税の滞納がない
・国、県、市の補助金を受けたリフォームを行っていない
・過去にこの事業を利用していない（耐震改修事業補助金は除く）

対象住宅　市内にある自己所有で居住している戸建住宅（賃貸住宅は対象外）
対象工事（交付決定通知後に着工してください）
　（１）当該工事にかかる費用が15万円以上
　（２）市に登録してある業者が行う工事
　（３）交付決定後に着工し、11月29日までに完了する工
事　（４）必須工事（次の①～④のいずれか）を行うこと

①県産材利用促進（県産の木材や畳などを使用する）
②ユニバーサルデザイン化による段差解消、手すり設置などの改修工事
③省エネルギー推進（断熱性向上のための窓改修、断熱材の設置など）
④子育て支援（子ども部屋の改修など）

助成金額　対象工事費用の2割（上限15万円）を市商品券で交付
受付開始　5月15日水　平日9時～16時に受付
申請方法　商工振興課または各支所総合窓口課にある申請書で申し込んでください。

　　　問 商工振興課  商工物産係　 ☎32－1604

宇城市住宅リフォーム助成事業

　
経
済
セ
ン
サ
ス
‐
基
礎
調
査

と
工
業
統
計
調
査
の
実
施

経
済
セ
ン
サ
ス
‐
基
礎
調
査

調
査
員
が
全
国
全
て
の
事
業
所
の
活

動
状
態
を
実
地
確
認
し
、
新
た
に
把
握

し
た
事
業
所
や
一
部
の
事
業
所
な
ど
に

調
査
票
を
配
布
し
ま
す
。

調
査
期
間　
6
月
～
令
和
2
年
1
月

工
業
統
計
調
査

工
業
統
計
調
査
は
工
業
の
実
態
を
明

ら
か
に
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
た
、
統

計
法
に
基
づ
く
報
告
義
務
が
あ
る
重
要

な
統
計
で
す
。

従
業
者
４
人
以
上
の
全
て
の
製
造
事

業
所
を
対
象
に
、
6
月
1
日
時
点
で
実

施
し
ま
す
。調
査
員
が
伺
い
ま
す
の
で
、

調
査
票
へ
の
回
答
を
お
願
い
し
ま
す
。

問
情
報
統
計
課
統
計
係

☎（
32
）１
１
１
４

埋
蔵
文
化
財
包
蔵
地
の

確
認
を
お
願
い
し
ま
す

埋
蔵
文
化
財
包
蔵
地
と
は
、「
遺
跡
」

の
範
囲
の
こ
と
で
す
。
文
化
財
保
護
法

に
よ
り
保
護
さ
れ
て
い
て
、
市
内
に
も

約
３
０
０
カ
所
存
在
し
て
い
ま
す
。

埋
蔵
文
化
財
包
蔵
地
で
住
宅
の
建

設
、
側
溝
設
置
、
造
成
工
事
な
ど
の
掘

削
を
伴
う
工
事
を
行
う
と
き
に
は
、
全

て
事
前
に
届
け
出
が
必
要
で
す
。
震
災

に
伴
う
建
て
替
え
工
事
も
届
け
出
が
必

要
で
す
。

建
築
や
工
事
の
予
定
が
あ
る
場
合

は
、
埋
蔵
文
化
財
包
蔵
地
に
該
当
す
る

か
ど
う
か
、お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

問
文
化
課
文
化
財
世
界
遺
産
係

☎（
32
）１
９
５
４

　
後
期
高
齢
者
医
療
保
険
料
の

　
軽
減
内
容
が
見
直
さ
れ
ま
す

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
発
足
時
に
お

け
る
激
変
緩
和
措
置
と
し
て
実
施
さ
れ

て
き
た
保
険
料
軽
減
措
置
に
つ
い
て
、

負
担
の
公
平
を
図
り
、
制
度
の
持
続
性

を
高
め
る
た
め
に
見
直
し
ま
す
。

所
得
が
低
い
人
の
軽
減

保
険
料
は
継
続
し
て
軽
減
さ
れ
ま
す

が
、
対
象
者
の
範
囲
や
軽
減
割
合
が
見

直
さ
れ
ま
す（
左
表
）。

均
等
割
に
つ
い
て
、
こ
れ
ま
で
9
割

軽
減
だ
っ
た
人
は
、
今
年
度
8
割
軽
減

に
な
り
ま
す
。
医
療
機
関
で
の
窓
口
負

担
は
変
わ
り
ま
せ
ん
。

埋蔵文化財包蔵地（松橋大野貝塚）

　世帯の所得状況に応じて次のとおり軽減します。

対象者の所得要件（世帯主と世帯の
被保険者全員の軽減判定所得の合計額）

均等割の軽減割合（年度）

本則 2019 2020 2021

【平成30年度における8.5割軽減の区分】
33万円

7割

8.5割 7.75割 7割

【平成30年度における9割軽減の区分】
うち、世帯の被保険者全体の年金収入

が80万円以下（その他所得なし）
8割 7割

33万円 +28万円 ×（世帯の被保険者数）以下 5割

33万円 +51万円 ×（世帯の被保険者数）以下 2割

　本則7割軽減の対象者は、これまでさらに上乗せして軽減（8.5割、9割）
されてきましたが、今年度から段階的に見直しを行います。
　8.5割軽減の対象だった人は、年金生活者支援給付金の支給の対象と
ならないことなどを踏まえ、激変緩和の観点から、1年間に限り実質8.5
割軽減を据え置きます。
　9割軽減の対象だった人は、介護保険料の軽減強化などの支援策の対
象となります。ただし、課税者が同居している場合は対象となりません。

問 市民課  高齢者医療係　 ☎32－1417
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